
防府市職員の営利企業等の従事制限に関する取扱要綱 

令和３年１月６日制定  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」

という。）第３８条の規定に基づき、職員（パートタイム会計年度任用職員を

除く。）の営利企業等の従事に係る手続きに関し、必要な事項を定めるものと

する。 

 （許可申請） 

第２条 職員が、法第３８条第１項の規定による会社その他の団体の役員の地

位を兼ねるため許可を受けようとするときは、営利企業等従事許可申請書兼

許可書（様式第１号）を、報酬を得て事業又は事務に従事するため許可を受

けようとするときは、営利企業等従事許可申請書兼許可書（報酬関係）（様式

第２号）及び活動計画・実績報告書（様式第３号）を所属長を経て任命権者

に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、自ら営利企業を営むこと（以下「自営」という。）

に係る法第３８条第１項の規定による許可を受けようとする場合の申請書は、

不動産又は駐車場の賃貸に係る自営の場合にあっては、営利企業等従事許可

申請書兼許可書（不動産等賃貸関係）（様式第４号）、太陽光電気の販売に係

る自営にあっては、営利企業等従事許可申請書兼許可書（太陽光電気の販売

関係）（様式第５号）、不動産又は駐車場の賃貸及び太陽光電気の販売以外の

事業に係る自営の場合にあっては、営利企業等従事許可申請書兼許可書（不

動産等賃貸及び太陽光電気の販売以外の事業関係）（様式第６号）によるもの

とする。 

（許可等の通知） 

第３条 任命権者は、前条の許可申請書を許可する又は許可しない旨を当該職

員に通知するものとする。 

２ 任命権者は、前条の許可申請が法第３８条の規定により許可を要しない場

合はその旨を様式第７号により当該職員に通知するものとする。 

（活動報告） 

第４条 報酬を得て事業又は事務に従事するため許可を受けた者は、毎年４月



末日までに活動計画・実績報告書（様式第３号）を任命権者に提出しなけれ

ばならない。 

（許可の取消し等） 

第５条 任命権者は、営利企業等の事業の変更、その他の事由により職員が許

可基準要件を欠くに至ったと認めたときは、営利企業等従事許可取消書（様

式第８号）により、その許可を取り消すものとする。 

２ 職員は許可を受けた事由に変更が生じたときは、その旨を任命権者に届け

出なければならない。 

（許可の中止） 

第６条 第３条の許可を受けている職員が、その許可を中止しようとするとき

は、営利企業等従事許可中止届書（様式第９号）を所属長を経て任命権者に

届け出なければならない。 

（その他） 

第７条 この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

 附則 

１ この要綱は、令和３年１月６日から施行する。 

２ この要綱の施行の日の前に任命権者が行った法第３８条第１項の規定に基

づく許可で、この要綱の施行の際、現に効力を有するものはこの要綱の規定

に基づいて行ったものとみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第２条関係） 

 

営利企業等従事許可申請書兼許可書 
 

 

    年   月   日 

（任命権者） 

    様 

                          所属 

                     （申請者）職名 

                          氏名           

 

 

地方公務員法第３８条第１項の規定に基づく営利企業等の従事許可を申請します。なお、

現在の職と、兼ねようとする団体、事業又は事務に密接な利害関係がなく、又はその発生

のおそれもありません。 

１．営利企業等の名称 

２．営利企業等の事業内容 

３．営利企業等の地位                     （常勤・非常勤） 

４．営利企業等に従事する場所 

５．従事する業務の具体的内容 

６．（従事する期間等）    年  月  日 から     年  月  日まで 

                    時  分 から     時  分まで 

            １年   日従事  ／  １週   日従事 

            １月   日従事  ／  １日   時間従事 

７．報酬    １無 

        ２有 （年額・月額・日額・時給         円） 

８．営利企業等に従事を必要とする理由 

 

９．その他の営利企業等の従事 

 

所属長の意見（従事することが職務遂行に与える影響その他意見） 

 

 

       年   月   日 

                      所属長              

 

上記の営利企業等に従事することを  許可する  許可しない 

                             年  月  日 

                   

                  （任命権者）           印 

※関係資料等あれば添付してください。 

  ※職の異動があった場合（異動前後の任命権者が同一である場合であって、異動後の職と許可との間 

においても特別の利害関係又はその発生のおそれがない場合は除く。）には新たに許可を受ける必要 

があります。 



様式第２号（第２条関係） 

 

営利企業等従事許可申請書兼許可書（報酬関係） 
 

    年   月   日 

（任命権者） 

    様 

                            所属 

                       （申請者）職名 

                            氏名             

 

地方公務員法第３８条第１項の規定に基づく営利企業等の従事許可を申請します。 

１．事業内容等 

（団体等の名称） 

（団体等の所在地） 

（団体等における地位）                    （常勤・非常勤） 

（従事する業務の具体的内容） 

 

（従事する期間等）     年  月  日 から     年  月  日まで 

                    時  分 から     時  分まで 

            １年   日従事  ／  １週   日従事 

            １月   日従事  ／  １日   時間従事 

（報酬）       年額・月額・日額・時給         円 

（従事を必要とする理由） 

 

 

（その他の営利企業等の従事） 

２．所属長の意見 

（従事することが職務遂行に与える影響その他意見） 

 

 

       年   月   日 

                        所属長             

 

上記の営利企業等に従事することを  許可する  許可しない 

                               年  月  日 

                   

                   （任命権者）           印 

※関係資料等あれば添付してください。 

  ※職の異動があった場合（異動前後の任命権者が同一である場合であって、異動後の職と許可との間 

においても特別の利害関係又はその発生のおそれがない場合は除く。）には新たに許可を受ける必要 

があります。 

 
 



様式第３号（第２条、第４条関係） 

活動計画・実績報告書 
 

  年   月   日 

（任命権者） 

    様 

                             所属 

                        （報告者）職名 

                             氏名             

 

地方公務員法第３８条第１項の規定により、許可を受けた（又は許可申請中の）営利

企業等への従事・活動に関して、下記のとおり報告します。 

１．許可通知の年月日・交付番号（すでに許可を受けている場合のみ） 

 

２．活動実績について 

・今年度の活動内容の詳細（活動日・活動場所も必ず記載すること） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・これまで受けた報酬の支払者・金額・累計額 

（金額の記載例①月額○○円、②時給○○円×●時間×●日＝月当たり○○円） 

 

 

 

 

・活動の成果（いかに地域貢献につながったかなど） 

 

 

 

 

３．今後の活動計画・見込みについて 

・活動内容（予定）の詳細（活動日・活動場所も必ず記載すること） 

 

 

 

 

 

 

 

・報酬の支払者・見込額・累計見込額（金額の記載は前段の例による） 

 

 

 

 

・活動で見込まれる成果（いかに地域貢献につながると見込まれるかなど） 

 

 

 

 



 

４．活動に伴う職務遂行への支障、職務の公平性の確保、職員の品位の確保等について 

・本来の職務遂行への支障の有無とその理由 

 

 

 

・職員の占める職と当該活動先団体との間の関係性の有無（関係性がある場合はその内

容を、関係性が無い場合はその理由も併せて記載） 

 

 

 

・職員の占める職の信用の保持及び職全体の名誉を損なうおそれの有無とその理由 

 

 

 

 

 

５．その他参考事項 

 

 

 

６．所属長の意見 

 

 

       年   月   日 

                        所属長             

  ※その他関係資料があれば添付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



様式第４号（第２条関係） 

 

営利企業等従事許可申請書兼許可書（不動産等賃貸関係） 
    年   月   日 

（任命権者） 

    様 

                             所属 

                        （申請者）職名 

                             氏名             

地方公務員法第３８条第１項の規定に基づく営利企業等の従事許可を申請します。な

お、現在の職と、兼ねようとする団体、事業又は事務に密接な利害関係がなく、又はそ

の発生のおそれもありません。 

賃貸する不動産等 

建物 

（独立家屋）    棟  延べ床面積  ㎡ 

（マンション等）  室  延べ床面積  ㎡ 

所在地 

土地 
貸付件数      件  面積合計  ㎡ 

用途     所在地 

駐車場 
駐車台数     台   設備の有無 有 無 

所在地 

その他 

（娯楽集会、遊技等のための設備を設けた不動産） 

種類         件数・規模 

所在地 

（旅館、ホテル等特定の業務の用に供する建物） 

種類         件数・規模 

所在地 

賃貸料収入の予定年額 合計                    円 

建物 

 

（独立家屋）             円 

（マンション等）           円 

土地                    円 

駐車場                    円 

その他                    円 

不動産又は駐車場の賃貸に係る管理業務の方法 

 

所属長の意見（従事することが職務遂行に与える影響その他意見） 

     

年   月   日 

                      所属長             

上記の営利企業等に従事することを  許可する  許可しない 

                               年  月  日 

 

                   （任命権者）           印 

※関係資料等あれば添付してください。 

  ※職の異動があった場合（異動前後の任命権者が同一である場合であって、異動後の職と許可との間 

においても特別の利害関係又はその発生のおそれがない場合は除く。）には新たに許可を受ける必要 

があります。 

 

 



様式第５号（第２条関係） 

 

営利企業等従事許可申請書兼許可書（太陽光電気の販売関係） 

   

  年   月   日 

（任命権者） 

    様 

                             所属 

                        （申請者）職名 

                             氏名             

 

地方公務員法第３８条第１項の規定に基づく営利企業等の従事許可を申請します。な

お、現在の職と、兼ねようとする団体、事業又は事務に密接な利害関係がなく、又はそ

の発生のおそれもありません。 

太陽光電気の販売に係

る太陽光発電設備の設

置状況 

設備の所在地 
設備の所在地 

 

発電出力            kW 

運転開始年月日      年  月  日 

収入の予定額 
年間販売量（見込み） kWh／年 

販売価格               円／kWh 

土地 円 

駐車場 
                 

円 

その他 
                 

円 

太陽光電気の販売に係る管理業務の方法  

所属長の意見（従事することが職務遂行に与える影響その他意見） 

        

年   月   日 

 

                      所属長             

上記の営利企業等に従事することを  許可する  許可しない 

                               年  月  日 

                   

 

                 （任命権者）            印 

※関係資料等あれば添付してください。 

  ※職の異動があった場合（異動前後の任命権者が同一である場合であって、異動後の職と許可との間 

においても特別の利害関係又はその発生のおそれがない場合は除く。）には新たに許可を受ける必要

があります。 

 

 



様式第６号（第２条関係） 

 

営利企業等従事許可申請書兼許可書 

（不動産等賃貸及び太陽光電気の販売以外の事業関係） 

 

 

    年   月   日 

（任命権者） 

    様 

                           所属 

                      （申請者）職名 

                           氏名             

 

 

地方公務員法第３８条第１項の規定に基づく営利企業等の従事許可を申請します。なお、

現在の職と、兼ねようとする団体、事業又は事務に密接な利害関係がなく、又はその発生

のおそれもありません。 

 

事業の名称  

所在地 

 

事業内容 

 

収入の予定金額 

 

使用人の人数及び職員との続柄 

 

当該事業の継承の事由 

 

所属長の意見（従事することが職務遂行に与える影響その他意見） 

        

年   月   日 

                       

所属長             

上記の営利企業等に従事することを  許可する  許可しない 

                               年  月  日 

                   

                  （任命権者）           印 

※関係資料等あれば添付してください。 

  ※職の異動があった場合（異動前後の任命権者が同一である場合であって、異動後の職と許可との間 

においても特別の利害関係又はその発生のおそれがない場合は除く。）には新たに許可を受ける必要 

があります。 

 

 



様式第７号（第３条関係） 

 

 

 

   年   月   日 

（申請者） 

    様 

                              

（任命権者）           印 

 

 

年  月  日付で申請のあった     からの依頼によるについては、地方

公務員法第３８条第１項には該当しない旨お知らせいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第８号（第５条関係） 

営利企業等従事許可取消書 

 

 

 

   年   月   日 

（申請者） 

氏名         様 

 

                             

                       （任命権者）          印 

 

 

 

年  月  日付けで申請のあった営利企業等の従事については、次の理由によ

り許可を取り消します。 

 

 

（許可取消理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第９号（第６条関係） 

営利企業等従事許可中止届出書 

 

 

 

   年   月   日 

（任命権者） 

    様 

                           所属 

                      （申請者）職名 

                           氏名             

 

 

年  月  日付け 第 号で許可のあった営利企業等の従事については、  

年  月  日より中止したので届出します。 

 


